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講義の構成

• 狙い：日本の地方財政制度の現状と課題を理解する

• トピック

• 地方の歳出と歳入

• 国と地方の財政関係

• 財政再建と地方財政













地方分権のタイプ
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名は体？

名称 建前 実際

自治事務 地方が主体的に担う事業 国の関与（誘導）・財源
保障あり

一般財源 地方が自由に使途を決め
られる財源

特定補助金（国の義務
付け）の補助裏あり

単独事業 国の補助金のない事業 交付税による財源保障
あり

義務的経費
（⇔裁量的経費）

人件費・扶助費等、削減が
難しい支出

地方による上乗せ（裁
量）あり

一般補助金 交付税など国が使途を定
めない補助金

国の政策誘導・義務付
けあり
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地方分権の形態

• 地方分権の形態は「一様」ではない

－支出サイドの分権化＝国の規制・関与の縮小

－収入サイドの分権化＝自主財源（地方税）の拡充・補助金の削減

• 支出・収入の分権化の「程度」も多様（例：課税自主権の多様性）

⇒地方分権の経済的・社会的ネットの便益は分権化の形態（デザイン）に依存
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分権化と地方の財源
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一般財源 特定財源

一般補助金地方税 特定補助金 地方債

一般補助金化（一般財源化）

⇒地方の裁量の拡充

国の（暗黙裡の）信用
保証の廃止

課税自主権
の拡充

収入サイドの分権化
⇒地方の自主財源の比率
の拡充（補助金依存の引き下げ）



地方分権の「質」と「量」

• 量的分権化：「地方における歳出規模と地方税収の乖離を縮小」

⇒税源移譲による垂直的財政力格差の是正（地方の自主財源比率の引き上げ）

• 質的分権化：地方の課税自主権（税率の選択、課税標準（控除、課税評価額）の決定、徴
税）の強化

⇒財政面における「自己決定権と自己責任」の確立

• 支出面では地方のシェアは6割強を占めるなど、我が国は「量的」には分権化

⇒ただし、国の関与・規制があるため「質」は伴わない。
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地方分権のタイプ：まとめ

量的分権化 質的分権化

支出サイド  地方支出の比重拡大
現行：
国：地方＝4：6

 国の関与・規制の縮小
 条例制定権（上書き権）

収入サイド  税源移譲
現行：
国：地方＝6：4

 地方の課税自主権の強
化

13

分権化定理



日本の地方財政



何故、地方財政か？

規模

地方の歳出は国・地方歳出の6割強を占める

社会保障（医療・介護、子育て支援等）の分野における地方の役割は大きい

 高齢化に伴い（さもなければ）今後とも支出増が見込まれる

国との関係

多くの地方自治体は国からの財政移転（交付税・国庫支出金等）に依存している

 自治体にとって国は「最後の拠り所」＝国の保護者責任

地方の財政悪化は国の負担（救済措置等）増に繋がりかねない

 他方、国の財政破綻は多くの自治体の財政破綻に直結

国・地方が一体になった財政再建が必要

経済財政一体改革（経済財政再生計画）＝国・地方が歩調を合わせた財政再建を要請
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地方への財源保障

16

地方支出＝地方収入

自治事務

法定受託
事務 国の関与・規制

一般財源

特定財源

国の財源保障

表裏一体の国の関与と地方の甘え

国の保護者責任？
 地方財政法第13条第1項「（地方が）新たな事務を行う義務が負う場合において

は、国は、そのために要する財源について必要な措置を講じなければならな
い」

地方財政計画＝国（総務省）が見積もった
地方全体の歳出の見通しと所要の財源措置





国の財源保障

• 国は地方自治体に地方交付税・地方債を通じて「財源保障」

地方債が「安全資産」であるのは、国の財源保障（＝暗黙裡の財
源保障）による

国の信用力が低下⇒地方債の金利増＝リスクプレミアム↑
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地方交付税法第一条：「（交付
税は）地方団体が自主的に・・・
行政を執行する権能をそこな
わず、財源の均衡化を図り・・・
地方行財政の計画的な運営を
保障」

出所：財務省資料



もう一つの財源保障？







財政制度等審議会



財政制度等審議会





集権的分散システム

• 公共政策は、①企画・立案、②財源確保、③執行の3段階に分けられる。
⇒地方は国の政策の執行機関

企画・立案 国 教員の定数・配置、クラスの規模、
学校施設の規格標準、教科書の
指定、指導要領（カリキュラム）

財源確保 義務教育費国庫負担金

地方交付税

執行 地方自治体 教員の採用

学校の建設など
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地方のマクロとミクロ



何故、議論は混乱気味なのか？

国代表＝財務省（？）と地方代表＝総務省（？）の対立？？

⇒そんな単純な話ではない・・・＝「地方」とは何か？

一つではない「地方」＝地方自治体の多様性⇒地方ｓ

財政力・高齢化の進展は自治体間で異なる

 自治体間で抱える課題も異なる（人口減・高齢化対保育所不足）

 全ての自治体が「弱者」ではないが、「富裕」でもない・・・

マクロ（総額ベース）ではみえないミクロ（＝個別自治体）の実態

 マクロ＝地方の基礎的財政収支は黒字化・積立金の増加

 ミクロ＝地域間で財政力格差

「国の地方」と「地方の地方」＝ＰＤＣＡサイクル（政策評価）を困難に・・・

国の地方＝国の政策に基づく地方の必要経費を見積もった地財計画ベース

地方の地方＝自治体の活動の結果（地財計画に含まれない支出・税収等も含む）としての決算

二つをつなぐ地方交付税の二つの性格⇒「計画」と「決算」のかい離

 財源保障・政策誘導か一般財源か？
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一つではない「地方」（マクロ編）

マクロ＝地方全体でみれば「地方」は豊か

地方の基礎的財政収支は黒字化

積立金（財源の使い残し？）が増加

⇒国の財政再建を優先して交付税等は抑
制？
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出所：財政制度等審議会資料

・ミクロ＝どのような自治体に基金
はたまっているのか？

 豊かな自治体ＯＲ使い道のない
自治体？



出所：財政制度等審議会資料



一つではない「地方」（ミクロ編）

地域差＝自治体の実態は千差万別

人口が今後激減する自治体もある（「消滅可能都市」）

自治体間で顕著な財政力（＝人口一人あたり税収）格差

⇒地方には「全般的」」に手厚い保護が必要？

 「頑張る地方を応援」する必要はないか？

30出所：総務省資料





出所：総務省 32
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参考：経済財政一体改革の取り組み

マクロ＝歳出総額を抑制して2020年度に基礎的財政収
支を黒字化

ミクロ＝「見える化」を通じたワイズスペンディングの実現

• ボトムアップ改革⇒優良事例の発掘・「横展開」

• 見える化＝課題発見（気づき）と改革への誘因付け

⇒主体的な（率先した）改革への取り組み

 「説明の付かない」地域差（例；医療費）の是正等

• ＫＰＩ＋工程表＝改革のＰＤＣＡ（進捗管理）

改革・効率化の環境整備

⇒歳出効果へ

削減分は赤字削減・新たな財政ニーズに充当・・・
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社会保障改革⇒

民間委託⇒

ＰＦＩ⇒



ＥＢＰＭの推進

従来の理念先行・法令偏重からの方向転換

従前の行政 理念優先＝目的が正しければ結果は問
わない

「お年寄りに優しい街づくり」⇒何が「優しい」
のが定量的な評価がない

法令偏重＝法律・条令の従う限り問題視
しない

成果より手続き重視⇒予算も使いきることが
重要で効果は問わない・・・



参考：
一体改革と
地方財政
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国の財源保障と交付税
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何が改革を阻むのか？

• 地方財政計画

国の保護者責任＝手厚い財源保障⇒守れない約束ＯＲ過度な期待？

• 地方交付税の二つの性格

入口（予算）ベース＝国が見積った歳出（子育て、社会保障等）の着実な実行

出口（決算）ベース＝交付税は地方の一般財源（使途は自治体の裁量）

何を財源保障しているのか？⇒回らないＰＤＣＡサイクル

• 誰も困らない仕組み？⇒（原則）人口・経済規模に拠らない市町村への政策・事業の配分

多様な地方分権の在り方を損ねている？

自治体の不信感？＝財政力の低い・高齢化の進んだ自治体でも地方基金が増加傾向⇒将来の交付税削
減（財源保障の縮小）への備え？
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再掲：地方への財源保障
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地方支出＝地方収入

自治事務

法定受託
事務 国の関与・規制

一般財源

特定財源

国の財源保障

表裏一体の国の関与と地方の甘え

国の保護者責任？
 地方財政法第13条第1項「（地方が）新たな事務を行う義務が負う場合において

は、国は、そのために要する財源について必要な措置を講じなければならな
い」

地方財政計画＝国（総務省）が見積もった
地方全体の歳出の見通しと所要の財源措置



地方財政計画

給与関係経費

一般行
政経費

投資的経費

地域経済基盤強化・
雇用等対策費

その他

特定財源
（国庫支出金、
地方債等）

一般財源
（基準財政
需要に反映）

地方税

交付税
必要額

交付税
原資（国税
一定割合）

財源不足額

国の一般
会計加算

赤字地方債

将来の交付税措置

国の財源
保障

公債費

単独

補助

交付税額



出所：財政制度等審議会



出所：財政制度等審議会



参考：交付税の多様性

交付税の役割

国の観点 財源保障＝国が見込んだ財政支出（例；社会保障・公共事業）の財源確保（義
務的経費の裏負担を含む）

政策誘導＝国が望ましいと考える政策への誘導（例：トップランナー方式、まち
ひとしごと創生事業）
⇒地方財政計画に反映

地方自治体の観点 一般財源＝使途は地方の裁量
⇒計画と決算はかい離
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交付税額の決定

マクロ＝地方全体 地方財政計画で総額が確保
 マクロの基準財政需要総額≒一般財源所要額

ミクロ＝個別自治体 交付税＝基準財政需要ー基準財政収入
 各行政項目の基準財政需要＝単位費用＊測定単位＊補正係数
 ミクロの基準財政需要＝交付税の配分基準



出所：東京都税制調査会資料



参考：入り組んだ財源保障
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マーブルケーキ状
の財源保障



複雑な交付税の算定式

人口減少等特
別対策事業費

単位費用
（都道府県1700円、
市町村3400円）

測定単位
＝人口

補正係数
（取組の必要度＋取組の成果）

取組の必要度 取組の成果
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参考：トップダウンとボトムアップ

• 一体改革の狙いはボトムアップ（＝個別の取組みの積み重ね）による歳出効果の発揮

⇔現行の予算決定はトップダウン（＝中央省庁間の折衝で決定）

地方財政計画から基準財政需要の算定へ
改革の狙い

IT化、業務改革、行政改革等
（例：窓口業務の民間委託）

トップランナー方式＝単位費用に反映

個別項目の基準財政需要（例：総務費）

所要一般財源≒基準財政需要総額

地財計画＝地方歳出総額

個別の
取組

現行の政策決定

省庁間折衝（財務省・総務省）

地財計画＝地方歳出総額

所要一般財源
≒基準財政需要総額

個別項目の基準財政需要

単位費用＝標準自治体の
基準財政需要÷測定単位
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単位費用
≠原価



参考：合わない尺度

給与関係経費

一般行
政経費

投資的経費

公債費

その他

総務費

教育費

厚生費

土木費

地域経済基盤強化・
雇用等対策費

単独

補助

人口減少等特別
対策事業費

その他

総務費

教育費

民生費

土木費

公債費

産業経済費
商工費

その他

内訳なし

注：公債費・投資的経費
の一部は別途算定

地財計画 基準財政需要算定 地方決算

地域経済・雇用対策費

地域の元気創造事業費

地方決算に
溶け



ＰＤＣＡは回るのか？

出所：財務省財政制度等審議会

 一般財源としての交付税の
性格上、政策評価に馴染ま
ない？

評価は自治体レベルでも実施
可（例：一般財源を住民のニー
ズに応じて配分しているか？）

自分たちの税金とは異なり、
補助金にはコスト意識は働きに
くい

ＰＤＣＡサイクルを回すとい
う観点からの地方財政計画・
交付税の見直しが必要では
ないか？



歪んだ再分配？

• 富裕な個人・自治体への課税等だけで再分配は「完結」しない

• 従前の再分配は「年齢別」・「地域別」（例：年金等社会保障、公共事業など）

社会保障制度改革国民会議報告書（平成25年8月）「これまでの「年齢別」から「負担能力別」に負担の在り方を
切り替え、・・、資産を含め負担能力に応じて負担する仕組みとしていくべきである」

• 地域間再分配（格差是正）の実態＝国が地方にやらせたい仕事（＝基準財政需要）に応じた移転

地方交付税＝財政需要額ー基準財政収入額＝国がやらせたい仕事ー自治体の財政力

• 入口＝地域間格差の是正（財政調整）⇒出口＝財源保障に応じた交付税の配分

格差是正で救済すべきは「個人」であって自治体・企業等「機関」（団体）ではない・・・⇒個人間再分配（格差是
正）の強化は国の仕事（例：所得税改革）



参考：財政移転の「機能」

財政制度 政府間財政移転の機能

集権体制 国の決定した政策実行のための財源確保＝
財源保障

分権体制 地方の主体的政策決定が前提

「地方分権の失敗」の矯正（≈「市場の失敗」
の矯正）
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• 地方分権は財政移転の量的縮小よりも「質的」転換を要請



参考：議論の循環
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地方への財源保障
が必要

地財計画と地方決算の乖離
＝不必要（過剰）な財源保障

交付税は一般補助金
＝地方の使途は自由

・配分基準の簡素化は可能

・交付税前後での財政力逆転（過剰な財政
調整）は是正すべき

一般補助金
の性格に着
目すれば・・・



地方の基金
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出所：財務省財政制度等審議会資料



ふるさと納税使い切れず 除外の4市町、基金急増

• ふるさと納税で多額の寄付を集めた自治体で、貯金にあたる基金が増えている。過度な返礼品

を理由に制度から除外された4市町は特に顕著で、大阪府泉佐野市の2018年度末の残高は1
年前の2.7倍の287億円に急増した。財政規模に照らして巨額の寄付を使い切れていない現状

が浮き彫りになった。

日本経済新聞（2019年10月24日）

使途がないまま寄付金集め？

• 特定目的基金＝大型公共施設の整備など、特定の目的を計画的に実施できるよう資金を積み上げたもの。
自治体が条例で設置

• 財政調整基金＝自治体が財源に余裕がある年に積み立て、不足する年に取り崩すことで財源を調整し、
計画的な財政運営を行うための貯金

• 減債基金＝債券の償還にそなえて，債券を発行しているうちから一定の金額を積立てるもの

出所；「コトバンク」



出所：財務省財政制度等審議会資料
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出所：財務省財政制度等審議会資料
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注：市町村レベル
注2：東京都23区は含まれない
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注3：東日本大震災対策分は入らない

一人当たり基金残高は全体的に増えている
＝分布は右へシフト



基金と人口変化
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財政調整基金

財政力

一人あたり 0.69

対標準財政規模 0.66

対基準財政需要 0.51

分岐点

 景気回復に伴
う税収増？ 交付税への将来不安？

 使い道のない交付金・交付税？



基金と財政力指数：其の４（平成28年度）
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財政調整基金 係数 標準誤差 Ｐ値
65歳以上人口比率 619.87 310.43 0.05
一人あたり課税所得 0.20 0.07 0.01
人口密度 -1.66 0.44 0.00
可住面積 0.00 0.00 0.00
第一次産業比率 0.35 1.20 0.77
第二次産業比率 -1.27 0.90 0.16
交付税シェア 274.37 141.73 0.05
公共施設ダミー 20.41 9.35 0.03
交付税ダミー 33.77 15.44 0.03
実質公債費比率 -3.63 2.97 0.22
将来負担比率 -0.82 0.16 0.00
定数 -262.87 95.08 0.01
　決定係数

人口一人あたり

0.24

注１：基金のデータは平成28年度
注2：東京都23区は含まれない

注3：東日本大震災対策分は入らない
注1：東京都23区は含まれない
注2：標準誤差や頑健（ロバスト）な標準誤差
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部門別の資金過不足

出所：日本銀行「資金循環統計」（２０１７年６月２７日）

皆がせっせと貯金する時代・・・
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